













に次々と実行段階に移された。例えば 1992 年 6
月に成立した金融制度改革法は 1993 年 4 月から
施行され，業務の自由化等が段階的に実施され
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取扱金融機関数は平成元年 3 月の 1,076 社が，平
成 31 年 3 月には 534 社へと 50％減少しており，
平成の時代に図らずも，ちょうど半減したイメー
ジである。特に大手銀行については，都市銀行が
13 行から 5 行に減少したことに象徴されるよう
に様変わりした感がある。同期間における国内有
人店舗数は，期初の 27,239 店が期末には 21,531
店と 21% 減少しており，金融機関数の減少率と
比較すればマイルドな減り方である。この間，預







　業態別にみると，大手銀行は 1988 年度の 23 社
が 2018 年度には 11 社へと 52％減少した。信金・
信組・労金は同 921 社から 419 社へと 54％減少
した。地域銀行（地方銀行＋第二地方銀行）は










年を 100 とした指数に注目すると，昭和 50 年
（1975 年）の水準は 66 であった。平成元年に









均＋3.0% で あ り，1989 年～1994 年 は 年 平 均＋
1.4% であった。店舗数が減少に転じて以降，
1995 年～2000 年は年平均－0.8% であったが，今
世紀に入ってからは大手銀行再編に伴う大規模な
重複店舗統廃合等が進められたことによって，店







手銀行は 1992 年，地域銀行は 1994 年，信用金庫





銀 行 50.3% 減， 地 域 銀 行 21.5% 減， 信 用 金 庫









































































































































す。2000 年以降は個別店舗リストから作成した め実態 である。1999
年以前は利用可能データ制約があるため、2000 年時点の個別店舗リストをベースに、
店舗開設年毎に出店数を過去に振り分けた見做し推定を示した。出店数の見做し推定


























































































23 ヶ店，滋賀県に 11 ヶ店を新規出店している。
南都銀行は大阪府に 13 ヶ店，荘内銀行は宮城県
に 12 ヶ店，横浜銀行は東京都に 11 ヶ店，大垣共
立銀行は愛知県に 9 ヶ店，紀陽銀行は大阪府に
9 ヶ店を，店舗設置許可制の廃止後に新規越境出
店している。1 信用金庫の平均店舗数が 23 ヶ店，

































後者の事例として、例えばスルガ銀行は 10 都道府県、東京スター銀行は 7 都道府
県にわたって幅広く越境出店をしている。これらはユニークな金融商品・サービスを
強みとして、有力な都市に販売拠点を整備する戦略であると思われる。
図表 6 銀行店舗規制撤廃後の地域銀行による 数ランキング  
越境出店数2ヶ店以上 越境出店数1ヶ店 越境出店無し（0ヶ店）
越境出店数 銀行名 主要出店地 銀行名 銀行名
51  京都銀行 大阪23,滋賀11 東北銀行 北海道銀行 北洋銀行
17  南都銀行 大阪13 七十七銀行 青森銀行 仙台銀行
16  荘内銀行 宮城12 千葉興業銀行 みちのく銀行 福島銀行
14  スルガ銀行 (10都道府県) きらぼし銀行 北都銀行 東和銀行
12  山口銀行 (4都県) 富山銀行 筑波銀行 東日本銀行
11  群馬銀行 (5都県) 福井銀行 第四銀行 神奈川銀行
11  千葉銀行 (3都県) 広島銀行 北越銀行 大光銀行
11  横浜銀行 東京11 伊予銀行 清水銀行 長野銀行
10  東京スター銀行 (7都道府県) 四国銀行 三重銀行 富山第一銀行
9 大垣共立銀行 愛知9 福岡銀行 近畿大阪銀行 福邦銀行
9 紀陽銀行 大阪9 筑邦銀行 但馬銀行 愛知銀行
8 静岡銀行 神奈川8 宮崎銀行 鳥取銀行 名古屋銀行
8 百五銀行 愛知8 北九州銀行 佐賀銀行 中京銀行
7 常陽銀行 (4都県) 北日本銀行 十八銀行 みなと銀行
7 八十二銀行 (4都県) 大東銀行 親和銀行 島根銀行
7 十六銀行 愛知7 栃木銀行 肥後銀行 トマト銀行
6 池田泉州銀行 兵庫6 第三銀行 大分銀行 もみじ銀行
6 山陰合同銀行 兵庫4 琉球銀行 西京銀行
6 徳島銀行 (3都府県) 沖縄銀行 愛媛銀行
5 山梨中央銀行 東京4 西日本シティ銀行 高知銀行
5 北陸銀行 石川3 福岡中央銀行
5 阿波銀行 (4都府県) 佐賀共栄銀行
4 岩手銀行 宮城3 長崎銀行
4 東邦銀行 宮城3 熊本銀行
4 北國銀行 富山3 豊和銀行
4 滋賀銀行 (3府県) 宮崎太陽銀行
4 香川銀行 大阪3 南日本銀行













越境出店は地域金融機関による本店所在都道府県以外への出店数であり定義等は図表 5 と同様  
2002 年から 2018 年の間に本店所在都道府県外にグロス出店された有人店舗数を集計した  
越境出店数にはその後 2018 年までの間に既に廃止された店舗数も含まれる  
















取引金融機関の CD, ATM に加えて，取引金融機
関以外の CD, ATM も利用をすることができる。
こうした環境は平成の時代となる以前に出来上
がっていた。平成の時代には，ゆうちょ ATM や




8），銀行 ATM は 1999 年をピークに，協同組織
金融機関 ATM は 2001 年をピークに，設置台数
は毎年変動しつつも減少傾向に転じている。ゆう
ちょ ATM ならびにコンビニ ATM は設置台数
の増加傾向が続いており 2018 年でも対前年比増
加している。全計（銀行 ATM＋協同組織金融機
関 ATM＋ゆうちょ ATM＋コンビニ ATM）は，
これまで長きにわたって前年比増加が続いてき
た。わが国全体の CD, ATM 設置台数は，平成の




19 万 1 千台が CD, ATM 設置台数の歴史的ピー
図表 7　地域銀行の越境出店数と貸出残高増減額（2002年→ 2018年）
（データ出所）　日本金融通信社「日本金融名鑑」，全国銀行協会「全国銀行財務諸表分析」
　　　　　　　越境出店の定義等は図表 5, 6 と同様
















パンネット銀行（2000 年 10 月営業開始），ソニー
銀行（2001 年 6 月営業開始），イーバンク銀行
（2001 年 7 月営業開始，現在は楽天銀行）が相次
いで開業した。同時期にはコンビニ ATM 専業銀
















　　　　　　　 CD, ATM 設置台数は全国銀行協会「決済統計年報」の定義に従い，協同組織金融機関は信用金庫，信用組合，労働
金庫，系統農協・信漁連の合計である









景として来店者数が最近 10 年で 4 割減少する一
















年から 2018 年では 48% 減と半減に近い。メガバ
ンク再編が進んだ今世紀以降に注目すると，2000
年から 2018 年の店舗数変化率（累積）は，大手
銀行計で 38% 減である。都市銀行について 2000
年当時の旧行計と 2018 年とを比較すると，みず
ほ銀行 39% 減，三菱 UFJ 銀行 43% 減，三井住友
銀行 35% 減，りそな銀行と埼玉りそな銀行の加





2000 年以降では同 20% であり，業態別には地域
銀行 19% 減，信用金庫 16% 減，信用組合 36% 減，
図表 9　国内有人店舗数とその変化率（業態別）
（データ出所）　日本金融通信社「日本金融名鑑」




玉りそな銀行の加重合算で 26%減であり、都市銀行計では 37%減であった。  
地域金融機関は、大手銀行との対比で言えば店舗削減に消極的であった。平成 30
年間を通じた地域金融機関計は 16%減である。2000 年以降では同 20%であり、業態









成元年（1989 年）の 14%が、今世紀初（2000 年）には 12%、平成 30 年（2018 年）
には 9%と低下した。一方で地域金融機関の同構成比は、平成元年の 86%が、今世紀
初には 88%、平成 30 年には 91%に上昇した。令和の時代において国内有人店舗数の
削減を議論する際、そ 問題の核心は地域金融機関にあると言える。
図表 9 国内有人店舗の削減数・削減率（業態別）
平成元年 変化率 今世紀初 変化率 平成30年
国内有人 （1989年） 1989→ （2000年） 2000→ （2018年）
店舗数(店) 2018年 2018年
金融機関計 27,239  -21% 27,565  -22% 21,531  金融機関計
大手銀行計 3,864  -48% 3,254  -38% 2,012  大手銀行計
687  -39% 419  　みずほ銀行
895  -43% 509  　三菱UFJ銀行
689  -35% 447  　三井住友銀行
289  　りそな銀行
108  　埼玉りそな銀行
2,810  -37% 1,772  　都市銀行計
地域銀行 12,055  -17% 12,410  -19% 10,006  地域銀行
信用金庫 7,754  -6% 8,644  -16% 7,271  信用金庫
信用組合 2,924  -44% 2,556  -36% 1,637  信用組合
労働金庫 642  -6% 701  -14% 605  労働金庫




2000 年以降：店舗数は国内有人店舗、無人店舗は含まず、同一拠点への複数店番入居は１ヶ店  
1999 年以前：各出所掲載の国内有人店舗数（本支店＋出張所）  
2000 年の 4 大銀行計数は合併前の旧行計  
(2) 店舗数減少が見込まれる要因
金融機関店舗数の減少が今後とも見込まれる要因について述べたい。
126 平成の 30 年間における銀行業の国内店舗数の変遷














14% が，今世紀初（2000 年）には 12%，平成 30
年（2018 年）には 9% と低下した。一方で地域
金融機関の同構成比は，平成元年の 86% が，今























































銀行と親和銀行は 2020 年 10 月に本体合併して
十八親和銀行になる計画であるが，合併後には店
舗内店舗方式によって 38% の店舗を統合するプ
















































































であり，店番数 2,494 件のうち 482 件は非物理的
店番である。
　地域銀行の BinB 店番数は，2014 → 15 年で 20
件増，15 → 16 年で 41 件増，16 → 17 年で 66 件
増，17 → 18 年で 122 件増と加速度的に増加して
いる。2018 年の地域銀行の実店舗割合は 94% で
ある。協同組織金融機関（信用金庫＋信用組合＋


























































2.39 km，円形であれば半径 1.35 km の面積に相
当する。店舗数の減少に伴って，店舗あたり可住
地面積は拡大基調を続けている。だが，2000 年





2018 年では半径 3.21 km である。他方，店舗提
























ると，2000 年には 144 団体であったが，2018 年
には 162 団体とやや増加している。2018 年時点
では銀行等の店舗空白地域の可住地面積は計
30 km2（ 対 全 国 シ ェ ア 2.4%）， 総 面 積 は 計



































　鳥取県日南町の総面積は 341 km2 と，例えば鳥
































































表 14 に示した。2018 年の 21,531 店が，2030 年
には 19,338 店（2018 年対比で－10%），2045 年に













































（デー ）国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口 平成 30(2018)年推計」、
   日本金融通信社「日本金融名鑑」
店舗数の将来見通し部分は筆者による試
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